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１．2027年３月期第２四半期（中間期）の連結業績（2026年４月１日～2026年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年中間期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期中間期 91,013 △15.2 3,980 △39.6 4,422 △34.0 3,936 △20.7

2026年３月期中間期 107,326 6.0 6,591 7.6 6,705 7.9 4,966 15.8
(注) 包括利益 2027年３月期中間期 7,199百万円(23.0％) 2026年３月期中間期 5,854百万円(23.1％)

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期中間期 124.01 123.72

2026年３月期中間期 155.63 155.22

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年３月期中間期 194,044 93,912 48.3

2026年３月期 175,639 90,701 51.5
(参考) 自己資本 2027年３月期中間期 93,686百万円 2026年３月期 90,490百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 51.00 － 74.00 125.00

2027年３月期 － 62.00

2027年３月期(予想) － 63.00 125.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 210,000 △4.2 12,000 △12.4 12,400 △13.6 9,400 △5.5 296.11
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2027年３月期中間期 32,759,200株 2026年３月期 32,759,200株

② 期末自己株式数 2027年３月期中間期 1,307,361株 2026年３月期 830,307株

③ 期中平均株式数（中間期） 2027年３月期中間期 31,745,241株 2026年３月期中間期 31,911,155株

※ 第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた
っての注意事項等については、添付資料６ページ「（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧
ください。

当社は、2026年11月18日（水）に機関投資家及びアナリスト向けに決算説明会をオンラインで開催する予定であ
ります。この説明会の動画及び使用する資料については、開催後速やかに当社コーポレートサイトに掲載する予定
であります。
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１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

当中間連結会計期間において、売上高、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する中間純利

益は前年同期比で減少いたしました。一方で、受注は好調に推移し、受注高は前年同期を上回り過

去最高を更新いたしました。

(単位：百万円)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減率

受注高 86,165 148,904 72.8％ 増

売上高 107,326 91,013 15.2％ 減

営業利益 6,591 3,980 39.6％ 減

経常利益 6,705 4,422 34.0％ 減

親会社株主に帰属する中間純利益 4,966 3,936 20.7％ 減

・受注高は、蓄電池関連の大型案件を獲得したエナジーソリューションズ事業や、ＡＩ半導体・デー

タセンター関連の生産設備需要を取り込んだエレクトロニクス事業が牽引したことに加え、産業機

械事業、自動車事業及び航空・インフラ事業も前年同期を大きく上回りました。その結果、当中間

連結会計期間における受注高は、過去最高となる1,489億4百万円（前年同期比72.8％増）となりま

した。積み上がった豊富な受注残高は、来年度以降の業績拡大を力強く下支えする見通しです。

・売上高は、前年同期に大型案件を計上したエナジーソリューションズ事業及び自動車事業において

反動減があったこと等から、前年同期比15.2％減の910億13百万円となりました。営業利益は、減

収に伴う売上総利益の減少に加え、人的資本投資として実施したベースアップに伴う人件費の増加

等により販売費及び一般管理費が増加したことから、前年同期比39.6％減の39億80百万円となりま

した。親会社株主に帰属する中間純利益は、政策保有株式の縮減に伴う投資有価証券売却益を特別

利益として計上したものの、前年同期比20.7％減の39億36百万円となりました。昨年の米国関税政

策を背景とする顧客の投資抑制による影響は解消されつつあり、足元では受注が好調であることか

ら、下期以降の売上高は回復基調で推移する見通しです。

報告セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

プラント・エネルギー事業

(単位：百万円)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減率

受注高 13,841 13,830 0.1％ 減

売上高 10,624 10,938 2.9％ 増

営業利益 719 302 57.9％ 減

・受注高は、海外プラント向けの大型設備及び国内における燃料転換工事等の大型案件を確実に獲得

したものの、全体としては前年同期並みの水準にとどまりました。今後も脱炭素・電力インフラ関

連投資への対応を強化し、持続的な成長を目指してまいります。

・売上高は、海外顧客の投資需要拡大を背景に自動車用の化学関連部品製造ラインや貯蔵設備の納入

が寄与いたしました。営業利益は、保守・サービス関連一時費用等の計上により減益となりました

が、バイオエタノール製造設備をはじめとする国内外の大型案件が下期に納入時期を迎える見込み

であり、売上高への寄与が本格化する見通しです。
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エナジーソリューションズ事業

(単位：百万円)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減率

受注高 8,701 35,633 309.5％ 増

売上高 22,285 10,244 54.0％ 減

営業利益 1,279 566 55.7％ 減

・受注高は、北米向けの車載電池製造設備案件に加え、国内大手電池メーカー向けの蓄電池製造設備の

大型案件を獲得したことにより、前年同期を大幅に上回りました。今後はＥＶ関連に加えて、ＡＩデ

ータセンター向けの蓄電池製造設備をはじめとする大型商談の受注を見込んでおります。

・売上高及び営業利益は、減収減益となりました。これは、米国ＥＶ市場の減速に伴う前期の受注停

滞の影響であります。なお、当中間連結会計期間に獲得した大型案件を含む豊富な受注残高が、下

期に順次納入・検収時期を迎える見込みであり、売上高・営業利益ともに回復する見通しです。

産業機械事業

(単位：百万円)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減率

受注高 10,855 16,838 55.1％ 増

売上高 12,837 12,188 5.1％ 減

営業利益 200 293 46.5％ 増

・受注高は、海外向けの成形機ラインや医療器具組立機の受注に加え、国内における大型射出成形機

やデータセンター関連の冷却設備工事案件等、産業機械全般にわたる旺盛な設備需要を幅広く取り

込み、前年同期を大幅に上回りました。今後は自動化・省人化ニーズや成長領域における大型案件

の受注を見込んでおります。

・売上高は、海外向けの大型案件の売上計上があったものの、国内の成形機の売上減少により微減と

なりました。営業利益は、利益率の高い自動化システムや周辺装置の売上計上が寄与したことによ

り採算性が改善し、増益となりました。下期は、国内外の成形機関連の大型案件に加え、インド向

けの塗料製造新工場の建設案件が進捗・納入時期を迎え、売上高に寄与する見込みであります。

エレクトロニクス事業

(単位：百万円)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減率

受注高 24,667 43,352 75.7％ 増

売上高 22,929 25,225 10.0％ 増

営業利益 1,231 1,179 4.2％ 減

・受注高は、半導体・電子部品実装関連において、アジア及び北米市場を中心とした海外展開が奏功

し、実装機等の旺盛な設備需要を積極的に取り込んだ結果、前年同期を大幅に上回りました。引き

続きＡＩサーバーや半導体関連需要の拡大を背景に、今後も受注拡大を見込んでおります。

・売上高は、主に海外向けに車載・通信・ＰＣ関連等、幅広い分野での設備需要を取り込んだことに

より増収となりました。営業利益は、海外市場における価格競争の激化や製品構成の変化等に伴う

採算性の低下により微減となりました。下期は、中国向けの半導体・電子部品実装関連設備等、複

数の海外向けの大型案件の納入を控えており、増収基調が続く見込みであります。
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自動車事業

(単位：百万円)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減率

受注高 15,896 24,388 53.4％ 増

売上高 23,492 17,043 27.5％ 減

営業利益 1,652 578 65.0％ 減

・受注高は、大手自動車メーカー向けの国内大型塗装設備や大手部品メーカー向けの駆動系組立ライ

ン、各種自動化検査設備等の設備投資需要を確実に獲得したことにより、前年同期を大幅に上回りま

した。今後は電動化や生産効率化に向けた設備投資需要を確実に取り込んでまいります。

・売上高及び営業利益は、減収減益となりました。これは主に米国関税政策の影響により、大型案件

が減少したためであります。なお、当該影響は概ね解消しており、北米及びインド市場向けの大型

案件を含む受注残高が、下期以降、順次売上計上される見込みであります。

ヘルスケア事業

(単位：百万円)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減率

受注高 9,224 9,833 6.6％ 増

売上高 10,925 11,334 3.8％ 増

営業利益 1,060 1,062 0.3％ 増

・受注高は、国内製薬メーカー向けの外観検査装置や包装ライン等の設備更新需要を着実に獲得した

ことにより、前年同期を僅かに上回りました。医薬・ヘルスケア分野における自動化・高精度検査

ニーズは、引き続き旺盛な需要を背景に今後さらなる成長が期待できます。

・売上高は、主に化粧品市場におけるニーズの多様化への対応を背景とした設備ライン販売により増

収となりました。営業利益は、エンジニア体制強化に伴う人員増等による経費の増加が利益を圧迫

した結果、微増にとどまりました。下期は、高度医療関連製品製造設備や固形剤製造設備の大型案

件が納入時期を迎え、増収に寄与する見込みであります。

航空・インフラ事業

(単位：百万円)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減率

受注高 2,971 5,026 69.1％ 増

売上高 4,193 4,026 4.0％ 減

営業利益 391 183 53.2％ 減

・受注高は、航空機・空港用地上支援機材の堅調な需要や官公庁向けの特殊車両等を取り込み、前年同

期を大幅に上回りました。既存の保守事業が安定的に推移しているほか、社会インフラ老朽化対策案

件の確保や新規顧客へのアプローチを強化しております。

・売上高及び営業利益は、エアライン向けの大型機材案件の納入・売上計上時期が下期へ移行したこ

とや、輸送費の高騰、サービス体制強化を目的とした人員増等に伴う経費の増加により、減収減益

となりました。エアライン案件等の受注残案件を着実に進め、下期の売上高は当中間連結会計期間

を上回る見通しです。
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（２）当中間期の財政状態の概況

(単位：百万円)

前連結会計年度 当中間連結会計期間 増減額

総資産 175,639 194,044 18,405 増

負債 84,937 100,132 15,195 増

純資産 90,701 93,912 3,210 増

・当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ、184億5百万円増加の1,940億44百万

円となりました。これは主に、受取手形、売掛金及び契約資産の減少があったものの、商品及び製

品や前渡金の増加があったことによるものであります。

・負債合計は、151億95百万円増加の1,001億32百万円となりました。これは主に、支払手形及び買掛

金や未払法人税等の減少があったものの、前受金の増加があったことによるものであります。

・純資産合計は、32億10百万円増加の939億12百万円となりました。これは主に、配当金の支払いや

自己株式の取得による減少があったものの、親会社株主に帰属する中間純利益39億36百万円の計上

があったことによるものであります。

（キャッシュ・フローの状況）

(単位：百万円)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減額

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,297 6,142 154 減

投資活動によるキャッシュ・フロー 167 553 386 増

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,807 △4,252 2,445 減

現金及び現金同等物の中間期末残高 38,188 55,004 16,815 増

・当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローは、31億74百万円の収入となり、当中間連結会計

期間末の現金及び現金同等物は550億4百万円となりました。

・営業活動によるキャッシュ・フローは、主に棚卸資産の増加や前渡金の増加があったものの、税金

等調整前中間純利益の計上や前受金の増加があったことにより、61億42百万円の収入（前年同期は

62億97百万円の収入）となりました。

・投資活動によるキャッシュ・フローは、主に定期預金の増加や有形固定資産の取得による支出があ

ったものの、投資有価証券の売却による収入があったことにより、5億53百万円の収入（前年同期

は1億67百万円の収入）となりました。

・財務活動によるキャッシュ・フローは、主に配当金の支払いや自己株式の取得による支出があった

ことにより、42億52百万円の支出（前年同期は18億7百万円の支出）となりました。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2027年３月期の連結業績予想につきましては、2026年５月12日公表の数値から変更はありませ

ん。

当社グループの事業は受注から売上計上までのリードタイムが長い案件が増加傾向にあり、納

入時期によって四半期毎の業績に偏りが生じる特性があります。当中間連結会計期間における進

捗は緩やかな推移にとどまっているものの、受注高については、極めて好調に推移しておりま

す。足元において豊富な受注残高を確保しており、上期から納入時期が移行した案件を含め、下

期に売上が集中する見込みであります。なお、納入時期は顧客の設備立上げ状況等により変動す

る可能性がありますが、現時点においては連結業績予想の達成に向けて、計画どおり進捗してい

るものと認識しております。

なお、連結業績予想の前提となる為替レートにつきましては、米ドル158円、ユーロ183円、人

民元23円としておりましたが、中間期末時点での各為替レートの見通しを米ドル155円、ユーロ

175円、人民元23円と見直しております。

（４）株主還元に関する基本的方針等

【基本的方針】

当社グループは、2025年度から開始した中期経営計画「ＭＴ２０２７」において、2027年度

までの株主還元に関する方針を、以下のとおりとしております。

・連結配当性向40％、又はＤＯＥ（株主資本配当率）4.0％の各基準で算出した金額のいずれか

高い方を基準として、継続的かつ安定的な配当を実施する。

・自己株式の取得については、業績及び市場動向等を総合的に勘案し検討する。

【具体的施策】

①当期の配当につきましては、2026年３月期決算発表時（2026年５月12日）の公表値から変更

はございません。

②当社では、2026年５月12日にお知らせしました通り、50万株あるいは20億円を上限とする自

己株式の取得（2026年５月13日～2026年９月30日）を決定し、買付を行っております。な

お、2026年５月13日から2026年９月30日までの買付株数は500,000株、買付金額は16億94百

万円となりました。

また、中長期的な株主価値の向上を図るため、取得した自己株式500,000株について、2026

年９月24日開催の取締役会において消却を決議し、同年10月15日付で消却を行っておりま

す。

③当社では、2026年５月28日開催の取締役会において、株主優待制度の新設を決議いたしまし

た。

（株主優待制度導入の目的）

(ⅰ) 株主様への還元及び株式の流動性向上

株主の皆様の日頃のご支援に感謝するとともに、当社株式への投資の魅力を高め、よ

り多くの方々に当社株式を保有していただくことで、株式の流動性向上及び投資家層

の拡大を図ることを目的として、「第一実業・プレミアム優待倶楽部」を新設するこ

とといたしました。

(ⅱ) 株主基盤の拡大及び株主構成の安定化

当社では、投資家の皆様の当社への成長期待の向上、個人株主や長期保有株主の増大

による株主基盤の拡大と株主構成の安定を課題として捉えており、本株主優待制度の

新設はその課題に中長期的に対応するための施策の一つとなります。
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（株主優待制度の概要）

(ⅰ) 対象となる株主様

2026年以降、毎年９月末日の当社株主名簿に記載又は記録された100株（１単元）以

上保有の株主様を対象といたします。

(ⅱ) 株主優待制度の内容

対象となる株主様に、保有株式数に応じて、様々な商品等に交換可能な株主優待ポイ

ントを進呈いたします。
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２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 53,007 56,739

受取手形、売掛金及び契約資産 39,030 30,084

電子記録債権 9,001 7,207

商品及び製品 17,939 31,988

仕掛品 1,363 1,632

原材料及び貯蔵品 830 806

前渡金 23,735 28,235

その他 4,462 7,649

貸倒引当金 △110 △119

流動資産合計 149,260 164,225

固定資産

有形固定資産 3,397 3,302

無形固定資産 1,946 1,824

投資その他の資産

投資有価証券 17,527 20,958

退職給付に係る資産 1,630 1,901

繰延税金資産 595 601

その他 1,454 1,405

貸倒引当金 △173 △173

投資その他の資産合計 21,033 24,693

固定資産合計 26,378 29,819

資産合計 175,639 194,044

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 26,285 24,374

短期借入金 6,520 6,520

未払法人税等 2,501 1,383

前受金 35,887 51,464

引当金 2,707 2,218

その他 5,356 7,200

流動負債合計 79,258 93,161

固定負債

長期借入金 480 420

繰延税金負債 3,887 5,280

引当金 31 36

退職給付に係る負債 557 564

その他 722 669

固定負債合計 5,679 6,971

負債合計 84,937 100,132
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,105 5,105

資本剰余金 3,820 3,857

利益剰余金 69,489 71,063

自己株式 △807 △2,468

株主資本合計 77,607 77,557

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,312 8,685

繰延ヘッジ損益 894 1,000

為替換算調整勘定 5,296 5,944

退職給付に係る調整累計額 380 499

その他の包括利益累計額合計 12,883 16,129

新株予約権 59 57

非支配株主持分 151 168

純資産合計 90,701 93,912

負債純資産合計 175,639 194,044
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（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

中間連結損益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

売上高 107,326 91,013

売上原価 88,559 74,159

売上総利益 18,766 16,854

販売費及び一般管理費 12,175 12,873

営業利益 6,591 3,980

営業外収益

受取利息 63 94

受取配当金 224 246

仕入割引 98 111

その他 133 348

営業外収益合計 520 801

営業外費用

支払利息 18 28

持分法による投資損失 44 48

支払手数料 51 63

為替差損 185 129

その他 105 90

営業外費用合計 405 359

経常利益 6,705 4,422

特別利益

投資有価証券売却益 434 1,369

特別利益合計 434 1,369

税金等調整前中間純利益 7,140 5,792

法人税、住民税及び事業税 2,009 1,634

法人税等調整額 130 198

法人税等合計 2,140 1,832

中間純利益 5,000 3,959

非支配株主に帰属する中間純利益 34 23

親会社株主に帰属する中間純利益 4,966 3,936
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中間連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

中間純利益 5,000 3,959

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 990 2,372

繰延ヘッジ損益 161 106

為替換算調整勘定 △429 641

退職給付に係る調整額 132 119

その他の包括利益合計 854 3,240

中間包括利益 5,854 7,199

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 5,815 7,182

非支配株主に係る中間包括利益 39 16
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（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 7,140 5,792

減価償却費 556 612

株式報酬費用 83 90

のれん償却額 56 56

貸倒引当金の増減額（△は減少） 10 9

引当金の増減額（△は減少） △691 △481

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △233 △271

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △17 6

受取利息及び受取配当金 △288 △341

支払利息 18 28

持分法による投資損益（△は益） 44 48

投資有価証券売却損益（△は益） △434 △1,369

匿名組合投資損益（△は益） 62 17

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 7,249 11,006

前渡金の増減額（△は増加） 3,431 △4,467

棚卸資産の増減額（△は増加） △79 △14,210

その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,595 △3,155

仕入債務の増減額（△は減少） △4,325 △2,080

前受金の増減額（△は減少） △2,483 15,388

その他の流動負債の増減額（△は減少） △3,719 1,892

その他 330 33

小計 8,307 8,604

利息及び配当金の受取額 306 344

利息の支払額 △18 △28

法人税等の支払額 △2,298 △2,777

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,297 6,142

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） 685 △578

有形固定資産の取得による支出 △199 △241

有形固定資産の売却による収入 0 54

無形固定資産の取得による支出 △297 △174

投資有価証券の取得による支出 △511 △20

投資有価証券の売却による収入 496 1,523

貸付けによる支出 △2 △7

貸付金の回収による収入 2 0

その他 △5 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー 167 553
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(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △60 △60

自己株式の取得による支出 △0 △1,695

配当金の支払額 △1,635 △2,355

その他 △112 △141

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,807 △4,252

現金及び現金同等物に係る換算差額 △351 730

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,306 3,174

現金及び現金同等物の期首残高 33,882 51,829

現金及び現金同等物の中間期末残高 38,188 55,004
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等の注記）

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
（単位：百万円）

報告セグメント

プラント・
エネルギー

事業

エナジーソリ
ューションズ

事業

産業機械
事業

エレクトロ
ニクス
事業

自動車
事業

ヘルスケア
事業

航空・
インフラ
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 10,624 22,285 12,837 22,929 23,492 10,925 4,193 107,288

セグメント間の内部

売上高又は振替高
220 6 128 1,387 187 16 － 1,947

計 10,845 22,292 12,966 24,317 23,680 10,941 4,193 109,236

セグメント利益 719 1,279 200 1,231 1,652 1,060 391 6,535

その他

(注１)
合計

調整額

(注２)

中間連結損益計算書計上額

(注３)

売上高

外部顧客への売上高 37 107,326 － 107,326

セグメント間の内部

売上高又は振替高
30 1,978 △1,978 －

計 68 109,305 △1,978 107,326

セグメント利益 35 6,570 20 6,591

注 １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機械・器具の賃貸を含んでおりま

す。

２ セグメント利益の調整額20百万円には、セグメント間取引消去24百万円、棚卸資産の調整額△4百万円及びそ

の他の調整額0百万円が含まれております。

３ セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
（単位：百万円）

報告セグメント

プラント・
エネルギー

事業

エナジーソリ
ューションズ

事業

産業機械
事業

エレクトロ
ニクス
事業

自動車
事業

ヘルスケア
事業

航空・
インフラ
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 10,938 10,244 12,188 25,225 17,043 11,334 4,026 91,001

セグメント間の内部

売上高又は振替高
104 － 208 99 0 10 － 423

計 11,042 10,244 12,396 25,325 17,043 11,345 4,026 91,424

セグメント利益 302 566 293 1,179 578 1,062 183 4,167

その他

(注１)
合計

調整額

(注２)

中間連結損益計算書計上額

(注３)

売上高

外部顧客への売上高 12 91,013 － 91,013

セグメント間の内部

売上高又は振替高
30 454 △454 －

計 43 91,467 △454 91,013

セグメント利益 21 4,188 △207 3,980

注 １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機械・器具の賃貸を含んでおりま

す。

２ セグメント利益の調整額△207百万円には、セグメント間取引消去△128百万円、棚卸資産の調整額△79百万円

及びその他の調整額△0百万円が含まれております。

３ セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。


